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国立大学法人横浜国立大学 

 

 

国立大学法人横浜国立大学会計監査人候補者の選定について 

 

 

 国立大学法人横浜国立大学は、国立大学法人法の定めにより、会計監査人の監査を受け

ることとされています。 

 会計監査人の選任は、国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法人通則法（以

下「通則法」という。）第４０条により、文部科学大臣が選任することとされていますが、

選任にあたっては、各国立大学法人において会計監査人の候補者を選定し、会計監査人候

補者名簿を文部科学大臣に提出することになっています。 

 つきましては、平成２４事業年度及び平成２５事業年度の２ヵ年に本学の会計監査人へ

の就任を希望する監査法人又は公認会計士の方（通則法第４１条に定める資格を有するも

のに限る。）は、別紙「提案書の記載事項」を参照のうえ、下記により提案書等を提出願い

ます。 

 

 

記 

 

 

 

１．提出書類 ・提案書      ８部 

  ・貴監査法人等の概要が記載されたパンフレット等  ８部 

  ・監査報酬見積書     １部 

 

２．提出期限 平成２４年３月１９日（月）１７時００分 

 

３．提出先及び問合せ先 

  〒240-8501 

   神奈川県横浜市保土ヶ谷区常盤台７９－１ 

   国立大学法人横浜国立大学財務部財務課監査係（担当：鈴木） 

   電話：０４５－３３９－３０５２ 

   FAX：０４５－３３９－３２４９ 

   E-mail:zaimu.kansa@ynu.ac.jp 



別紙 

提案書の記載事項 

 

１．監査体制 

  （１）監査計画（平成２４事業年度及び平成２５事業年度） 

 ・年度ごと作成すること。 

 ・『常盤台キャンパス（事務局等）』『常盤台キャンパス以外（附属学校等）』に区 

  分し、「監査責任者」「公認会計士」「会計士補」「その他」の職種毎で、「期末監 

  査（４月～６月）」と「期中監査（８月～３月）」に区分し、監査予定総時間数 

  （本学での往査予定総時間数と往査以外の場所での監査予定総時間を区分）も 

  含めること。 

  （２）監査チームの編成体制 

 ①監査責任者等の監査チームの編成体制 

  ・監査責任者、公認会計士、会計士補などの職種別の人数 

 ②監査従事者の略歴と実務経験 

  ・国立大学法人における法定監査業務の経験の有無。有の場合は、法人名称、 

   国立大学法人における法定監査業務の通算経験年数 

  （３）連絡体制（サポート体制） 

  ・本学に対する連絡体制（サポート体制） 

  ・本学からの国立大学法人会計基準等の質問に係る基本的レスポンス時間（日 

   数） 

 

２．監査方法等 

  （１）監査に関する考え方（着目点・重点項目を含む） 

  ２ヵ年を通じた監査の基本方針及び着眼点、重点項目等 

  （２）複数年による特筆すべき点 

  （３）監事及び監査室との連携方法 

  （４）法規準拠性の観点からの監査や経済性及び効率性等の視点からの監査について 

  考慮できる点 

 【参考：平成２１年度決算検査報告書（会計検査院）】 

 

３．第２期中期目標・中期計画期間（平成２２年度～平成２７年度）のリスクへの監査 

  （１）第２期中期目標・中期計画期間で継続的に考えるリスクへの監査視点 

  （２）第２期中期目標・中期計画期間の各年度の重点と考えるリスクへの監査視点 

 

４．監査業務の品質管理 

  （１）監査業務に対する内部統制システム等の体制 

 ・監査法人等の内部における監査業務に対する審査委員会等の体制 

 ・監査法人等の内部における監査方法等の開発部門の体制 

  （２）国立大学法人向けの監査マニュアルの整備・運用状況 

  （３）直近の日本会計士協会が実施した品質管理レビュー結果と改善状況 



 

５．国立大学法人における監査業務の実績 

  （１）平成１６年度から平成２３年度までに、国立大学法人から監査業務委託を受け 

  た年度毎の実績件数 

  （２）平成１６年度から平成２３年度までに、国立大学法人における財務会計システ 

  ム（ニッセイコム製 NC 国公立学校会計くん）の監査業務の実績件数 

 

６．本学との雇用関係 

  監査法人等の社員が、本学の非常勤講師等により雇用関係が発生する予定の有無 

 

７．監査報酬見積額 

  監査報酬見積額には、次の事項を含んで記載すること。 

  （１）平成２４事業年度及び平成２５事業年度の各年度毎に見積書を作成すること。 

  （２）算定内訳（予備調査費が発生する場合は、区分して記載） 

  （３）旅費等の必要経費を含むこととし、業務内容別、かつ職種別に内訳がわかるよ 

 うに記載すること。 

 

８．他大学等の監査事例（審査対象外） 

  監査法人等が、他の国立大学法人等での監査において指摘した事項及び改善状況があ 

  れば、参考までに２～３事例を記入すること。 

  ※ 法人名称は伏し、本学に開示できる範囲内で結構です。 

 

９．その他 

  （１）選定方法等 

  提出された提案書により書類審査を実施しますが、審査の過程において、プレ 

 ゼンテーション等を実施する場合があります。 

 （実施する場合は、事前に日程等の詳細を通知します。） 

  （２）監査法人等の概要 

  監査法人等の概要が記載されたパンフレット等を添付すること。 

  （３）契約締結 

  今回の候補者の選定は、平成２４事業年度及び平成２５事業年度の２ヵ年にわ 

 たる候補者の選定となりますが、毎年度、文部科学大臣の選任を受ける必要があ 

 ることから、契約期間は単年度契約になります。 

  平成２５事業年度の契約に当たっては、今回選任された者から平成２４事業年 

 度の監査業務に係る実績報告書と平成２５事業年度の監査計画書を提出いただき 

 ます。その内容に基づき、本学で評価・検証した上で、引き続き会計監査人とし 

 て適切であると認められた場合に限り、文部科学大臣の選任を求めることになり 

 ます。 

  なお、今回選任された者が、行政処分を受けた場合や、社会情勢の変化、契約 

 の履行状況等により適切に監査業務を遂行することが困難であると認められる等 

 の場合には、選定の見直しの対象になります。 

  （４）本学の規模・組織及び財務状況等の情報 

 ○横浜国立大学概要（２０１１年度版） 



 

  http://www.ynu.ac.jp/about/ynu/index.html 

 ○財務諸表等（平成１６事業年度～平成２２事業年度） 

  http://www.ynu.ac.jp/about/information/financial/index.html 


